



― 新しい学習指導要領をふまえて ― 
 
The structure, targeted academic goals, and specific 
details of each subject in the “Business Economics”  
field of the Department of Commerce 
― Based on the new Course of Study Guidelines 
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The goal for academic ability and the targets in the subject of “commerce”, 
especially in the “Business Economics” field, is to have them acquire 
business ethics, a sense of compliance with business rules and laws, the 
development of an entrepreneurial spirit, and to help them to have the 
ability to pro-actively and rationally conduct a variety of business activities 
while appropriately coping with changes in the environment surrounding 
the economy and society, including progressing with internationalization 
and services in terms of economy, advancing in information and 
communication technology, and the advent of a more knowledge-based 
society. The program intends to focus on nurturing our students to become 
professionals responsible for the healthy and sustainable development of 
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Ⅰ 問題の所在と目的 
平成 20 年 1 月、中央教育審議会答申（2008）において、学習指導要領改訂
の基本的な考え方が示された。特に、職業に関する各教科・科目、とりわけ商
業科目の改善においては、経済のサービス化やグローバル化,さらには ICT
（Information and Communication Technology）の急速な進展や知識基盤型
社会（knowledge based society）の到来などに対応させ、ビジネスの諸活動を



















































































































表 1 新旧科目対照表 




4 ビジネス実務 商業技術 整理統合
英語実務




9 ビジネス経済応用 国際ビジネス 名称変更
10 経済活動と法 経済活動と法
11 簿記 簿記
12 財務会計Ⅰ 会計 名称変更





18 電子商取引 文書デザイン 再構成
19 プログラミング プログラミング




表 2 教科の組織 
分　　野 科　　目 基礎科目 総合的科目




















































































表 3 科目「ビジネス経済」の内容 
(1) ビジネスと経済 (2) 需要と供給
  ア　市場とビジネスの成立 　ア　需要の概念と需要の変化
  イ　市場経済と計画経済 　イ　供給の概念と供給の変化






































表 4 科目「ビジネス経済応用」の内容 





































































表 5 科目「経済活動と法」の内容 








　エ  手形と小切手の利用 　エ  資金調達
　オ　金融取引 　オ  企業再編
(5) 企業の責任と法
　ア　法令遵守
　イ　紛争の予防と解決
　ウ　消費者保護
　エ　雇用  
 
そして、具体的にこの科目の指導に当たっては、経済事象を法律的に思考し、
適切に判断して行動できるようにすることが大切である。そのためには、法文
の解釈や適用についての学習にとどまらず、企業の経済活動について具体的な
事例を取り上げ、法規に関する基礎的な知識を基にしたケーススタディやディ
ベートなどを通じて、課題の発見や適切な行動について主体的に考察させるよ
うにすることが重要であると唱えている。このことは、既述の科目「ビジネス
経済応用」と同様に、この科目においても、今後高等学校でも導入される教育
手法であるアクティブ・ラーニングを積極的に授業に取り入れて展開を図るこ
とが、科目「経済活動と法」の目指す学力観を具現化するためにも有効である
ことを示している。 
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Ⅷ 考察 
本研究は、商業科における「ビジネス経済分野」の各科目構成と目指す学力
観、さらには各科目の具体的な内容とそのねらいについて、新しい学習指導要
領改善の基本方針や具体的事項と照らし合わせながら、さらには新たらしい学
習指導要領での教科「商業」の目標などにも言及しながら、「ビジネス経済分野」
の各科目における今後の方向性やあり方について検討を試みたものである。ビ
ジネス経済分野の科目には、科目「ビジネス経済」、科目「ビジネス経済応用」、
科目「経済活動と法」がある。各々の科目のねらいについては、科目「ビジネ
ス経済」では、ミクロ経済理論とマクロ経済理論の基礎的な知識を習得させ、
経済の仕組みや概念について理解させるとともに、経済理論を基に、価格の決
定、景気の循環、経済政策の影響など経済の動きに着目して、経済事象を主体
的に考察する能力と態度を育てることであり、科目「ビジネス経済応用」では、
産業構造の変化や経済の国際化など、ビジネスに必要な経済に関する知識を習
得させ、経済社会の動向について理解させるとともに、経済に関する知識を応
用して、ビジネスの機会をとらえた適切な経済活動や地域の資源を有効に活用
した地域産業の振興などを主体的かつ創造的に行うなど、サービス経済社会に
適切に対応する能力と態度を育てることであり、科目「経済活動と法」では、
民法、商法、会社法などのビジネスに必要な法規に関する基礎的な知識を習得
させ、経済社会における法の意義や役割について理解させるとともに、具体的
な経済事象を取り上げ、法律的に考察させ、遵法精神を基盤として、適切に判
断して行動する実践的な能力と態度を育てることであった。 
ここで注目したいのは、それぞれの科目において、「主体的に考察する能力
と態度を育てる」、「主体的かつ創造的に行う」、「適切に判断して行動する実践
的な能力と態度を育てる」という、子どもたちの「主体性」や「判断力」を身
につけさせることが、それぞれの科目のねらいとして位置づけられていること
である。「ビジネス経済」分野の各科目は、商業科における基礎的科目である「ビ
ジネス基礎」の上に立つ科目である。基礎力をしっしかりと身につけた上で、
実社会で役立てることができる応用力を身につけさせることが、今後の商業教
商業科における「ビジネス経済」分野の各科目構成と目指す学力観及び各科目の具体的な内容とそのねらいについて 
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育に求められる。 
かつて、我が国における商業教育の起源は、寺子屋における「読み」・「書き」・
「そろばん」であるといわれていた。しかし実際は、桜木（2006）が指摘する
ように、明治期における経済界や教育界を牽引していた人々の子息が海外の専
門学校（ビジネスカレッジ）にこぞって留学し、そこで身につけてきた学習内
容をそのまま手本として導入したことが契機になったといわれている。特に米
国のイーストマン・カレッジには多くの日本人が留学をして、その特徴である
実践に即した模擬取引を中心とした内容を習得してしいる。卒業生には福沢諭
吉の子息である福沢桃介を始めとして森村市左右衛門の子息である森村豊など、
蒼々たる面々がその名を連ねている。彼らは帰国後、東京商法講習所（現在の
一橋大学の前身）を開設し、イーストマン・カレッジで習得した実践的な商業
教育について英語を中心に講義を行い、体系化しながら教授していることがわ
かる。 
これらのことをふまえると、我々が対象としている商業教育は、システマ
ティック（systematic）であり、時代の流れに即応できる能力を育成すること
が可能な高度な専門教科であるといっても過言ではない。文部科学省（1999）
によれば、このときに示された高等学校学習指導要領解説商業編において、初
めてその目標の中に「ビジネス」という言葉が登場した。つまり、「商業の各分
野に関する基礎的・基本的な知識と技術を習得させ、ビジネスに対する望まし
い心構えや理念を身に付けさせるとともに、ビジネスの諸活動を主体的、合理
的に行い、経済社会の発展に寄与する能力と態度を育てる。」であった。これは
正に当時の経済社会環境を的確に反映した内容であるといえる。 
中央教育審議会教育課程企画特別部会（2016）は、次期学習指導要領に向け
たこれまでの審議のまとめ（素案）を発表した。それによれば、特徴的な改善
点として挙げられていたのが、「アクティブ・ラーニング」の活用である。「ア
クティブ・ラーニング」の視点は、学校における質の高い学びを実現し、子供
たちが学習内容を深く理解し、資質・能力を身に付け、生涯にわたってアクティ
ブに学び続けるようにするためのものである。つまり、「学び」の本質として 重
要となる「主体的･対話的で深い学び」の実現を目指す授業改善の視点が「アク
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ティブ・ラーニング」の視点であるとされている。既述のとおり、商業科にお
ける「ビジネス経済分野」の各科目での目指す学力観について検討を加えてき
た、ほとんどの科目において、「基礎的な知識を基にしたケーススタディやディ
ベートなどを通じて、課題の発見や適切な行動につて主体的に考察させるよう
にすることが重要である。」ということを掲げていることは注目に値するもので
ある。また、応用科目としての性格を持つ「ビジネス経済分野」の各科目の商
業科目における位置づけが非常に重要なものであることも理解できた。 
 
Ⅸ 結論 
本研究は、すでに我々が検討してきた「ビジネス基礎」に係る研究を依拠し
て、商業科における「ビジネス経済分野」の各科目構成と目指す学力観、さら
には各科目の具体的な内容とそのねらいについて、新しい学習指導要領改善の
基本方針や具体的事項と照らし合わせながら、さらには新たらしい学習指導要
領での教科「商業」の目標などにも言及しながら、「ビジネス経済分野」の各科
目における今後の方向性やあり方について検討を加えてきたものである。ここ
で明らかになったことは、既述の如く「ビジネス経済分野」の各科目のねらい
が、「主体的に考察する能力と態度を育てる」、「主体的かつ創造的に行う」、「適
切に判断して行動する実践的な能力と態度を育てる」という、いわゆる子ども
たちの「主体性」や「判断力」を身につけさせること。 
さらに、「ビジネス経済」分野の各科目が、商業科における基礎的科目であ
る「ビジネス基礎」の上に立つ科目であることをふまえると、まず基礎力をしっ
しかりと身につけた上で、実社会で役立てることができる応用力を身につけさ
せることが、今後の商業教育に求められる重要な視点であることであった。そ
して特に注視したいことが、「ビジネス経済分野」の各科目における目指す学力
観のほとんどが、「基礎的な知識を基にしたケーススタディやディベートなどを
通じて、課題の発見や適切な行動につて主体的に考察させるようにすることが
重要である。」ということを掲げていることである。このことは、応用科目とし
ての性格を持つ「ビジネス経済分野」の各科目における商業科目での置づけが
商業科における「ビジネス経済」分野の各科目構成と目指す学力観及び各科目の具体的な内容とそのねらいについて 
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非常に重要なものであることと、次期学習指導要領に向けたこれまでの審議の
まとめ（素案）で挙げられた特徴的な改善点としての「アクティブ・ラーニン
グ」の授業での活用において重要な「科目分野」であることが理解できた。こ
れまで商業教育においては、どちらかと言えば各種検定試験を取得するための
受験指導に傾注しがちであった。 
今後は「ビジネス経済分野」の各科目の目指す学力観に示されたようなケー
ススタディやディベートなどを通じて、子どもたちに課題の発見や適切な行動
につて主体的に考察させるようにすることで、目まぐるしく変化を遂げている
経済社会に対応できる柔軟な力を育成できる大きな可能性を持った「科目分野」
であることが期待されるであろう。われわれは、さらに検討を重ねて実証して
いく必要がある。 
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